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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記式（１）で示されるモノエステル化合物、およびポリ-α-オレフィンを含んでなる
内燃機関用潤滑油基油であって、
　　　Ｒ１-ＣＯＯ-Ｒ２　　　　（１）
（式中、Ｒ１は、炭素数５～１１の飽和炭化水素であり、Ｒ２は、炭素数１６～２０の飽
和炭化水素を示す。）
　前記式（１）で示されるモノエステル化合物は、Ｒ１およびＲ２のいずれか一方のみが
分岐構造を有することを特徴とする内燃機関用潤滑油基油。
【請求項２】
　請求項１に記載の内燃機関用潤滑油基油において、
　前記モノエステル化合物の炭素数が２５～３２であることを特徴とする内燃機関用潤滑
油基油。
【請求項３】
　請求項１または請求項２に記載の内燃機関用潤滑油基油において、
　Ｒ１またはＲ２における分岐位置がα位ではないことを特徴とする内燃機関用潤滑油基
油。
【請求項４】
　請求項１～請求項３のいずれかに記載の内燃機関用潤滑油基油において、
　Ｒ１が直鎖構造であり、Ｒ２が分岐構造であることを特徴とする内燃機関用潤滑油基油



(2) JP 5159159 B2 2013.3.6

10

20

30

40

50

。
【請求項５】
　請求項１～請求項３のいずれかに記載の内燃機関用潤滑油基油において、
　Ｒ１が分岐構造であり、Ｒ２が直鎖構造であることを特徴とする内燃機関用潤滑油基油
。
【請求項６】
　請求項１～請求項５のいずれかに記載の内燃機関用潤滑油基油を用いたことを特徴とす
る内燃機関用潤滑油組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、内燃機関用潤滑油基油およびそれを含有する内燃機関用潤滑油組成物に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　現在、様々な分野で省エネルギーが求められており、自動車等で用いられる内燃機関に
おいても省エネルギー化、即ち、低燃費化が強く望まれている。
　内燃機関には、摺動部分の潤滑のために潤滑油が用いられるが、潤滑油は一般に温度が
高くなるほど粘度が低くなる。一方、摺動部分の潤滑性や耐摩耗性を維持するには高温に
おける粘度維持特性も重要である。例えば、ガソリンエンジン油においては１５０℃での
高温高せん断粘度を２．６ｍPa・S以上に維持することが必要と言われている。一方、燃
費には８０℃付近でのせん断粘度が影響するといわれており、この粘度が低いほど低燃費
化を実現できる。従って粘度指数の高い潤滑油が有効である。潤滑油は基油に各種添加剤
を加えて使用する例が大半であるが、粘度指数を上げるために粘度指数向上剤と呼ばれる
添加剤を加える場合がある。この粘度指数向上剤はポリマー分子でできているため、添加
量に応じて潤滑油の粘度が増加する。その効果をより発揮させるためには、より多量に添
加できることが必要であり、そのため基油はできるだけ低粘度であることが必要である。
もちろん、基油自体の粘度指数が高い方が添加後の潤滑油の粘度指数も高くなり好ましい
。粘度指数向上剤を添加しない場合は、潤滑油の粘度性状は基油自体の粘度性状が反映さ
れることになり、基油自体が低粘度、高粘度指数であることが強く求められている。
【０００３】
　一方、潤滑油の低粘度化を実現するには、一般に基油の分子量を小さくすることで実現
できるが、必然的に蒸発性の増大を伴う。内燃機関では蒸発性の増大はエンジン油消費量
の増加とそれによるエンジン油寿命の低下、排気ガス触媒への飛散量増大からの触媒能力
・寿命の低下を引き起こす。このような観点より、ガソリンエンジン油の規格では蒸発量
の規定が設けられており（例えば、ＪＰＩ－５Ｓ－４１－９３、ＮＯＡＣＫ試験）、低粘
度化と蒸発性の維持の両立が求められる。
　そこで、従来から用いられてきた鉱油系の潤滑油基油のかわりにエステル化合物を潤滑
油基油として用いることが提案されている。例えば、特許文献１には、分岐構造のカルボ
ン酸と分岐構造のアルコールからなるモノエステルを用いたエステル系エンジン油が開示
されている。また、特許文献２には、エステル化合物とＡＰＩ分類グループIII、IVの鉱
油とを混合してなるエンジン油が開示されている。
【０００４】
【特許文献１】特開２００５－０４８１９２号公報
【特許文献２】特表２００６－５２２２０４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、特許文献１に記載されたエステル化合物は、流動点は低いものの、蒸発
性を低く抑えたタイプのものは粘度が高く、また粘度指数が低いため、エンジン油として
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低燃費化は十分ではない。また、特許文献２に記載されたエステル油も同様に、蒸発性を
低く抑えたタイプのものは粘度が高くなりすぎ、前記した問題点を解決するには不十分で
ある。
　また、内燃機関をはじめ、一般的な機器は、鉱油を基油とする潤滑油の使用を想定し設
計されている。このため、鉱油と極端に性質の異なる潤滑油の使用は好ましくない。特に
、極性の問題は大きい。例えば、鉱油よりも粘度性状（粘度指数、流動点等）に優れるポ
リ-α-オレフィン（ＰＡＯ）をエンジン油の基油として用いることも多いが、ＰＡＯは、
鉱油よりも極性が低いため、ニトリルゴムなどで構成されるシール材を収縮させてしまう
おそれがある。これは、一般に、ゴム製品にはプロセスオイル等が練りこまれており、低
極性液体に接することにより、オイル等が溶出してしまうためである。それ故、ＰＡＯを
使用する場合には、ジエステルやポリオールエステルのような高極性の化合物を混合して
用いることも多い。一方、ジエステルやポリオールエステルのようなエステル化合物は、
ＰＡＯよりも更に粘度性状に優れているだけでなく、低蒸発性でもあり、より多くの量を
ＰＡＯに混合したほうが好ましい。しかし、あまり混合量を多くすると、混合基油の極性
が高くなりすぎて、内燃機関のシール材を膨潤させてしまうおそれがある。それ故、ＰＡ
Ｏに対する、ジエステルやポリオールエステルの配合量はせいぜい２０質量％程度であり
、エステル化合物の特性が活かされていない。従って、ＰＡＯに対して混合量を多くでき
るような鉱油に近い低極性のエステル系化合物（基油）が望まれている。
　また、潤滑油として使用するには適度な流動点を有する必要がある。これは用途に応じ
て求められる性能であるが、一般に使用される鉱油と同等以下の温度であることが好まし
い。
【０００６】
　そこで、本発明の目的は、低粘度、高粘度指数、低蒸発性および低流動点のバランスに
優れ、さらには、鉱油に近い極性を持ったエステル系の内燃機関用潤滑油基油、およびこ
の基油を用いた内燃機関用潤滑油組成物を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　前記した課題を解決すべく、本発明は、以下のような内燃機関用潤滑油基油および内燃
機関用潤滑油組成物を提供するものである。
〔１〕下記式（１）で示されるモノエステル化合物、およびポリ-α-オレフィンを含んで
なる内燃機関用潤滑油基油であって、
　　　Ｒ１-ＣＯＯ-Ｒ２　　　　（１）
（式中、Ｒ１は、炭素数５～１１の飽和炭化水素であり、Ｒ２は、炭素数１６～２０の飽
和炭化水素を示す。）
　前記式（１）で示されるモノエステル化合物は、Ｒ１およびＲ２のいずれか一方のみが
分岐構造を有することを特徴とする内燃機関用潤滑油基油。
【０００８】
〔２〕上記〔１〕に記載の内燃機関用潤滑油基油において、前記モノエステル化合物の炭
素数が２５～３２であることを特徴とする内燃機関用潤滑油基油。
〔３〕上記〔１〕または〔２〕に記載の内燃機関用潤滑油基油において、Ｒ１またはＲ２

における分岐位置がα位ではないことを特徴とする内燃機関用潤滑油基油。
〔４〕上記〔１〕～〔３〕のいずれかに記載の内燃機関用潤滑油基油において、Ｒ１が直
鎖構造であり、Ｒ２が分岐構造であることを特徴とする内燃機関用潤滑油基油。
〔５〕上記〔１〕～〔３〕のいずれかに記載の内燃機関用潤滑油基油において、Ｒ１が分
岐構造であり、Ｒ２が直鎖構造であることを特徴とする内燃機関用潤滑油基油。
〔６〕上記〔１〕～〔５〕のいずれかに記載の内燃機関用潤滑油基油を用いたことを特徴
とする内燃機関用潤滑油組成物。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の内燃機関用潤滑油基油によれば、低粘度、高粘度指数、低蒸発性および低流動
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点のバランスに優れ、さらには鉱油に近い極性を持った内燃機関用潤滑油基油を提供でき
る。また、この基油に通常の添加剤を加えることで、内燃機関の低燃費化に大きく寄与で
き、かつ寿命の長い内燃機関用潤滑組成物を提供することが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　以下に、本発明を実施するための最良の形態について詳述する。
　本発明の内燃機関用潤滑油基油（以下、単に「基油」ともいう。）は、下記式（１）で
示されるモノエステル化合物を含んでいる。
　　　Ｒ１-ＣＯＯ-Ｒ２　　　　（１）
【００１１】
　ここで、式（１）におけるＲ１は、炭素数３～２３の飽和炭化水素である。芳香族炭化
水素であると、同一分子量であっても基油粘度の増大や粘度指数の低下を招くので好まし
くない。また、不飽和炭化水素は、酸化安定性が低いので好ましくない。ただし、本発明
の効果を損なわない範囲で混合使用することは差し支え無い。
　なお、シクロアルカンは、基油粘度の増大や粘度指数を低下させる傾向がやや認められ
るので、Ｒ１は、鎖状飽和炭化水素であることが好ましい。
　また、Ｒ１の炭素数が２以下であると、基油を所定以上の粘度とするためには、Ｒ２（
例えば、組み合わせるアルコール成分）の分子量が大きくせざるを得ず、その結果流動点
の上昇を招いてしまう。そのような不都合を避けるためには複雑な分岐構造を有するＲ２

（アルコール成分）が必要となる。また、加水分解した際に低級脂肪酸を生じるので腐食
等の観点からも好ましくない。一方、Ｒ１の炭素数が２４以上であると、やはり流動点の
上昇を招いてしまう。また、実用上、炭素数２４以上のアルコールを大量・安価に入手す
ることは困難である。
【００１２】
　Ｒ２は、炭素数４～２４の飽和炭化水素である。Ｒ１と同様の理由で、芳香族炭化水素
や不飽和炭化水素は好ましくない。シクロアルカンについても同様である。
　Ｒ２の炭素数が３以下であると、基油を所定以上の粘度とするためには、Ｒ１（例えば
、組み合わせるカルボン酸成分）の分子量が大きくなり、その結果流動点の上昇を招く。
そのような不都合を避けるためには、複雑な分岐構造を有するＲ１（カルボン酸成分）が
必要となる。一方、Ｒ１の炭素数が２５以上であると、やはり流動点の上昇を招いてしま
う。また、実用上、炭素数２５以上のカルボン酸を大量・安価に入手することは困難であ
る。
【００１３】
　そして、式（１）のモノエステル化合物は、Ｒ１およびＲ２のいずれか一方のみが分岐
構造を有している。Ｒ１およびＲ２がいずれも直鎖構造であると、基油の粘度が高くなり
すぎ、最終的に内燃機関用潤滑油組成物としたときに燃費が悪化するため好ましくない。
また、逆に、Ｒ１およびＲ２がいずれも分岐構造であると、基油の粘度が低くなりすぎて
、最終的に内燃機関用潤滑油組成物としたときに潤滑性や耐摩耗性が低下するため好まし
くない。
　ここで、Ｒ１が直鎖構造であり、Ｒ２が分岐構造であってもよく、逆にＲ１が分岐構造
であり、Ｒ２が直鎖構造であってもよい。
　Ｒ１が直鎖構造の場合、炭素数は３～１１であることが好ましく、特に５～９がより好
ましい。炭素数が１２以上であると、流動点が上昇しすぎるおそれがある。
　Ｒ２が直鎖構造の場合、炭素数は４～１２であることが好ましく、特に６～１０がより
好ましい。炭素数が１３以上であると流動点が上昇しすぎるおそれがある。
　Ｒ１が分岐構造の場合、炭素数が１３～２３であることが好ましく、特に１５～１９が
より好ましい。炭素数が２４以上であると流動点が上昇しすぎるおそれがある。
　Ｒ２が分岐構造の場合、炭素数が１４～２４であることが好ましく、特に１６～２０が
より好ましい。炭素数が２５以上であると流動点が上昇しすぎるおそれがある。
　なお、後述するように、Ｒ１とＲ２の合計炭素数は所定の範囲にあることが好ましく、
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一方の炭素数を少なくしても、他方の炭素数を増やす必要があり、結果的に流動点が上昇
してしまうおそれがある。それ故、流動点の観点より、Ｒ１とＲ２の炭素数の下限値は、
上述した値が好ましい。
【００１４】
　ここで、上述のＲ１またはＲ２における分岐位置はα位ではないことが好ましい。ここ
で、α位とは、Ｒ１の場合は、カルボキシル基の炭素に結合している炭素の位置であり、
Ｒ２の場合は、カルボキシル基の酸素に結合している炭素の位置である。
　Ｒ１またはＲ２における分岐位置がα位であると、分子量が同じである他の分岐構造の
ものと比較して蒸発量の増大を招いてしまい好ましくない。
　また、原料入手の容易性の観点より、Ｒ１が直鎖構造であって、Ｒ２が分岐構造である
ことが好ましい。直鎖あるいは、α位に分岐を持つ構造のカルボン酸は、比較的容易に製
造できるが、α位でない位置に分岐構造を持つカルボン酸は、通常の合成法では製造が困
難だからである。
【００１５】
　また、式（１）のモノエステル化合物の炭素数は２５～３６であることが好ましく、よ
り好ましくは２６～３２であり、さらに好ましくは２７～３０であり、特に好ましくは２
７～２９である。
　モノエステル化合物の炭素数が２４以下であると、潤滑油組成物となったときに蒸発減
量が多くなってしまう。また、この炭素数が３７以上であると流動点が高くなり、低温特
性が悪化する。また、基油の粘度も高くなりすぎて燃費が悪化する。
【００１６】
　上述した式（１）のモノエステル化合物は、例えば、Ｒ１を含むカルボン酸とＲ２を含
むアルコールとからエステル形成反応により合成することができる。
　ここで、Ｒ１を含むカルボン酸としては、ｎ－ヘプタン酸、ｎ－オクタン酸、ｎ－ノナ
ン酸、ｎ－デカン酸、ｎ－ウンデカン酸、ｎ－ドデカン酸、ｎ－トリデカン酸、ｎ－テト
ラデカン酸、ｎ－ペンタデカン酸、ｎ－ヘキサデカン酸、イソヘプタン酸、イソオクタン
酸、２－エチルヘキサン酸、イソノナン酸、３，５，５－トリメチルヘキサン酸、イソデ
カン酸、イソウンデカン酸、イソドデカン酸、イソトリデカン酸、イソテトラデカン酸、
イソペンタデカン酸、イソヘキサデカン酸などが挙げられる。
　また、Ｒ２を含むアルコールとしては、ｎ－オクタノール、ｎ－ノナノール、ｎ－デカ
ノール、ｎ－ウンデカノール、ｎ－ドデカノール、ｎ－トリデカノール、ｎ－テトラデカ
ノール、ｎ－ペンタデカノール、ｎ－ヘキサデカノール、イソオクタノール、２－エチル
ヘキサノール、イソノナノール、３，５，５－トリメチルヘキサノール、イソデカノール
、イソウンデカノール、イソドデカノール、イソトリデカノール、イソテトラデカノール
、イソペンタデカノール、イソヘキサデカノールなどが挙げられる。
【００１７】
　前記したエステル形成反応は、エステル化反応を行うに際し、アルコール成分は、例え
ば、カルボン酸成分１モルに対して１．０～１．５モル、好ましくは１．０５～１．２モ
ル程度を用いることが反応性の観点より好ましい。
　エステル化触媒としては、ルイス酸類、アルカリ金属類、スルホン酸類等が例示され、
具体的にルイス酸としてはアルミニウム誘導体、錫誘導体、チタン誘導体が例示され、ア
ルカリ金属類としてはナトリウムアルコキシド、カリウムアルコキシド等が例示され、更
にスルホン酸類としてはパラトルエンスルホン酸、メタンスルホン酸、硫酸等が例示され
る。その使用量は、例えば原料であるカルボンおよびアルコールの総質量に対して０．
１～１．０質量％程度を用いることが好ましい。
　エステル化の温度としては、１５０～２３０℃が好ましく、３～３０時間程度で反応は
完結する。エステル化反応終了後、過剰の原料を減圧下または常圧下にて留去する。引き
続き、慣用の精製方法、例えば、中和、水洗、液液抽出、減圧蒸留、活性炭処理等の吸着
精製等により生成したエステル化合物を精製すればよい。
【００１８】



(6) JP 5159159 B2 2013.3.6

10

20

30

40

50

　前記したエステル化合物として、ｎ－カルボン酸とイソアルコールによる組み合わせと
しては、ｎ－ヘキサン酸－２－オクチル－1－ドデカノエート、ｎ－ヘキサン酸－２－デ
シル－1－テトラデカノエート、ｎ－ヘプタン酸イソステアレート、ｎ－ヘプタン酸－２
－オクチル－1－ドデカノエート、ｎ－ヘプタン酸－２－デシル－1－テトラデカノエート
、ｎ－オクタン酸イソステアレート、ｎ－オクタン酸－２－オクチル－1－ドデカノエー
ト、ｎ－ノサン酸イソステアレート、ｎ－ノナン酸-２-オクチル－1－ドデカノエート、
ｎ－デカン酸－２－ヘキシル-1-デカノエート、ｎ－デカン酸イソステアレート、ｎ－デ
カン酸－２－オクチル－1－ドデカノエート、ｎ－ウンデカン酸－２－ヘキシル-1-デカノ
エート、ｎ－ウンデカン酸イソステアレート、ｎ－ウンデカン酸－２－オクチル－1－ド
デカノエート、およびｎ－ドデカン酸-２-ヘキシル-1-デカノエート等が挙げられる。ま
た、イソカルボン酸とｎ－アルコールによる組み合わせとしては、２－デシルテトラデカ
ン酸－ｎ－ブチレート、２－デシルテトラデカン酸－ｎ－ペンタノエート、２－デシルテ
トラデカン酸－ｎ－ヘキサノエート、２－デシルテトラデカン酸－ｎ－ヘプタノエート、
２－デシルテトラデカン酸－ｎ－オクタノエート、２－オクチルドデカン酸－ｎ－ヘキサ
ノエート、２－オクチルドデカン酸－ｎ－ヘプタノエート、２－オクチルドデカン酸－ｎ
－オクタノエート、２－オクチルドデカン酸－ｎ－ノナノエート、２－オクチルドデカン
酸－ｎ－デカノエート、イソステアリン酸－ｎ－オクタノエート、イソステアリン酸－ｎ
－ノナノエート、イソステアリン酸－ｎ－デカノエート、イソステアリン酸－ｎ－ウンデ
カノエート、イソステアリン酸－ｎ－ドデカノエート、２－ヘキシル-1-デカン酸－ｎ－
デカノエート、２－ヘキシル-1-デカン酸－ｎ－ウンドデカノエート、および２－ヘキシ
ル-1-デカン酸－ｎ－ドデカノエート等が挙げられる。、
　本発明においては、基油として、前記したエステル化合物を１種用いてもよいし、２種
以上組み合わせて用いてもよい。
【００１９】
　本発明の基油としては、上述の式（１）で示されるモノエステル化合物１００％でもよ
いが、目的に応じて、他の潤滑油基油を混合しても良い。例えば、従来から使用されてい
る鉱油や合成油が使用でき、用途などに応じて適宜選定すればよい。
鉱油としては、例えばパラフィン系鉱油、ナフテン系鉱油、中間基系鉱油などが挙げられ
、具体例としては、溶剤精製または水添精製による軽質ニュートラル油、中質ニュートラ
ル油、重質ニュートラル油、ブライトストックなどを挙げることができる。一方合成油と
しては、例えば、ポリ－α－オレフィン（ＰＡＯ）、α－オレフィンコポリマー、ポリブ
テン、アルキルベンゼン、ポリオールエステル、二塩基酸エステル、多価アルコールエス
テル、ポリオキシアルキレングリコール、ポリオキシアルキレングリコールエステル、ポ
リオキシアルキレングリコールエーテル、シクロアルカン系化合物などを挙げることがで
きる。また、ＧＴＬ（Gas To Liquid）油を用いてもよい。
【００２０】
　上述の各基油のなかでは、原料の入手容易性の観点より、パラフィン系水素化処理鉱油
、ＧＴＬ（Gas To Liquid）油およびポリ-α-オレフィンの少なくともいずれかを用いて
混合基油とすることが好ましい。また、直鎖の炭素数が大きいと流動点が高くなり過ぎ、
潤滑油基油として非実用的であるので、上記した各基油においては、直鎖の炭素数が１２
以下であることが好ましい。
混合量は、混合基油の極性に影響するが、具体的には、内燃機関で使用するゴム材料等へ
の影響の範囲内で決定すればよい
　混合基油とする場合、本発明の潤滑油基油の含有割合は、潤滑油基油全量基準で２０質
量％以上であることが好ましく、より好ましくは２５～８０質量％、さらに好ましくは、
３０～６０質量％である。
　ここで、極性の尺度としては、アニリン点を用いるのが簡便で好適である。アニリン点
は、内燃機関用潤滑油組成物としたときに、９０～１１０℃程度であることが好ましい。
ただし、混合前の基油の段階で、アニリン点が前述の範囲よりかけ離れている場合は混合
量が制限されるため、基油として２０～１２０℃が好ましいが、特に３０℃以上であるこ
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とがより好ましい。
【００２１】
　本発明の内燃機関用潤滑油基油には、適当な添加剤を加えて内燃機関用潤滑油組成物と
することができる。添加剤としては、内燃機関用の潤滑油に一般に使用されるものを用い
ることができ、具体的には、粘度指数向上剤、流動点降下剤、酸化防止剤、無灰系分散剤
、摩擦調整剤、金属系清浄剤、摩耗防止剤、防錆剤、金属不活性化剤、抗乳化剤、消泡剤
などが挙げられる。
【００２２】
　粘度指数向上剤としては、例えば、非分散型ポリメタクリレート、分散型ポリメタクリ
レート、オレフィン系共重合体（例えば、エチレン－プロピレン共重合体など）、分散型
オレフィン系共重合体、スチレン系共重合体（例えば、スチレン－ジエン水素化共重合体
など）などが挙げられる。これら粘度指数向上剤の重量平均分子量は、例えば分散型及び
非分散型ポリメタクリレートでは５，０００～１，０００，０００が好ましく、１０，０
０００～８００，０００がさらに好ましい。また、オレフィン系共重合体では８００～３
００，０００が好ましく、１０，０００～２００，０００がさらに好ましい。これらの粘
度指数向上剤は、単独で又は複数種を任意に組合せて含有させることができるが、通常そ
の含有量は、潤滑油組成物基準で０．１～２０質量％の範囲である。
【００２３】
　流動点降下剤としては、例えばエチレン－酢酸ビニル共重合体、塩素化パラフィンとナ
フタレンとの縮合物、塩素化パラフィンとフェノールとの縮合物、ポリメタクリレート、
ポリアルキルスチレン等が挙げられ、特に、ポリメタクリレートが好ましく用いられる。
これらの含有量は、通常、潤滑油組成物基準で０．０１～５質量％の範囲である。
【００２４】
　酸化防止剤としては、アルキル化ジフェニルアミン、フェニル－α－ナフチルアミン、
アルキル化フェニル－α－ナフチルアミン等のアミン系酸化防止剤、２，６－ジ－ｔ－ブ
チルフェノール、４，４’－メチレンビス（２，６－ジ－ｔ－ブチルフェノール）、イソ
オクチル－３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、
ｎ－オクタデシル－３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオ
ネート等のフェノール系酸化防止剤、ジラウリル－３，３’－チオジプロピオネイト等の
硫黄系酸化防止剤、ホスファイト等のリン系酸化防止剤、さらにモリブデン系酸化防止剤
が挙げられる。これらの酸化防止剤は単独で又は複数種を任意に組合せて含有させること
ができるが、通常２種以上の組み合わせが好ましく、その配合量は、潤滑油組成物基準で
０．０１～５質量％が好ましく、０．２～３質量％が更に好ましい。
【００２５】
　無灰分散剤としては、数平均分子量が９００～３，５００のポリブテニル基を有するポ
リブテニルコハク酸イミド、ポリブテニルベンジルアミン、ポリブテニルアミン、及びこ
れらのホウ酸変性物等の誘導体等が挙げられる。これらの無灰分散剤は、単独で又は複数
種を任意に組合せて含有させることができるが、通常その含有量は、潤滑油組成物基準で
０．１～２０質量％の範囲である。
　摩擦調整剤としては、例えば、有機モリブデン系化合物、脂肪酸、高級アルコール、脂
肪酸エステル、油脂類、アミン、アミド、硫化エステル、リン酸エステル、亜リン酸エス
テル、リン酸エステルアミン塩等が挙げられる。これらの粘度指数向上剤は、単独で又は
複数種を任意に組合せて含有させることができるが、通常その含有量は、潤滑油組成物基
準で０．０５～４質量％の範囲である。
　金属系清浄剤としては、例えば、アルカリ金属（ナトリウム（Ｎａ）、カリウム（Ｋ）
等）又はアルカリ土類金属（カルシウム（Ｃａ）、マグネシウム（Ｍｇ）等）のスルホネ
ート、フェネート、サリシレート及びナフテネート等が挙げられる。これらは単独で又は
複数種を組合せて使用できる。これらの金属系清浄剤の全塩基価及び添加量は、要求され
る潤滑油の性能に応じて任意に選択でき、全塩基価は、過塩素酸法で通常０～５００ｍｇ
ＫＯＨ／ｇ、望ましくは２０～４００ｍｇＫＯＨ／ｇ、その配合量は、通常、潤滑油組成
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物基準で０．１～１０質量％の範囲である。
【００２６】
　摩耗防止剤としては、例えば、ジチオリン酸金属塩（Ｚｎ、Ｐｂ、Ｓｂ、Ｍｏなど）、
ジチオカルバミン酸金属塩（Ｚｎ、Ｐｂ、Ｓｂ、Ｍｏなど）、ナフテン酸金属塩（Ｐｂな
ど）、脂肪酸金属塩（Ｐｂなど）、ホウ素化合物、リン酸エステル、亜リン酸エステル、
アルキルハイドロゲンホスファイト、リン酸エステルアミン塩、リン酸エステル金属塩（
Ｚｎなど）、ジスルフィド、硫化油脂、硫化オレフィン、ジアルキルポリスルフィド、ジ
アリールアルキルポリスルフィド、ジアリールポリスルフィドなどが挙げられる。これら
の摩耗防止剤は、単独で又は複数種を任意に組合せて含有させることができるが、通常そ
の含有量は、潤滑油組成物基準で０．１～５質量％の範囲である。
【００２７】
　防錆剤としては、例えば、脂肪酸、アルケニルコハク酸ハーフエステル、脂肪酸セッケ
ン、アルキルスルホン酸塩、多価アルコール脂肪酸エステル、脂肪酸アミン、酸化パラフ
ィン、アルキルポリオキシエチレンエーテル等が挙げられ、通常その含有量は、潤滑油組
成物基準で０．０１～３質量％の範囲である。
【００２８】
　金属不活性化剤としては、ベンゾトリアゾール、トリアゾール誘導体、ベンゾトリアゾ
ール誘導体、チアジアゾール誘導体等が挙げられ、通常その含有量は、潤滑油組成物基準
で０．０１～３質量％の範囲である。
　消泡剤としては、液状シリコーンが適しており、例えば、メチルシリコーン，フルオロ
シリコーン，ポリアクリレートが使用可能である。これら消泡剤の好ましい配合量は、組
成物全量基準で０．０００５～０．０１質量％である。
【００２９】
　抗乳化剤としては、アニオン性界面活性剤、カチオン性界面活性剤、非イオン性界面
活性剤、および両性界面活性剤などが挙げられる。アニオン性界面活性剤としては、アル
キルベンゼンスルホン酸塩、アルファオレフィンスルホン酸塩等がある。カチオン性界面
活性剤としては、アルキルトリメチルアンモニウム塩、ジアルキルジメチルアンモニウム
塩、アルキルジメチルベンジルアンモニウム塩などの四級アンモニウム塩等がある。非イ
オン性界面活性剤としては、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシエチレン
アルキルフェニルエーテルなどのエーテルや、ソルビタン脂肪酸エステル、ポリオキシエ
チレンソルビタン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレン脂肪酸エステルなどのエステル、
脂肪酸アルカノールアミドのようなアミドが挙げられる。両性界面活性剤としては、ベタ
イン系としてアルキルベタインなどが挙げられる。これら抗乳化剤の好ましい配合量は、
組成物全量基準で０．０１～１０質量％である。
【００３０】
　本発明の内燃機関用潤滑油組成物は、前記した特定のエステル化合物を含んだ基油から
構成されているので、潤滑油の寿命を延長できるとともに、内燃機関の低燃費化に大きく
寄与できる。さらに、鉱油に近い極性を持っているので、鉱油の使用を想定した内燃機関
に適用しても問題が少ない。それ故、自動車用のガソリンエンジンやディーゼルエンジン
に最適である。
【実施例】
【００３１】
　次に、本発明を実施例により、さらに詳細に説明するが、本発明はこれらの例によって
なんら限定されるものではない。
　具体的には、所定のエステル化合物を合成して潤滑油基油としての基本的性状を評価し
た。また、エステル化合物に別種の基油を混合して得た混合基油についても同様に潤滑油
基油としての基本的性状を評価した。
　さらに、それらの基油に所定の添加剤を配合して内燃機関用潤滑油組成物とした後、各
種の実用評価を行った。
【００３２】
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（合成例１）
　攪拌機、ディーンシュターク型脱水装置付還流管、温度計付の５リットルセパラブルフ
ラスコに２-オクチル-1-ドデカノール１４９３ｇ（５．０ｍｏｌ）、ｎ－オクタン酸１０
０９ｇ（７．０ｍｏｌ）を入れ、１７０～１８０℃で８時間エステル化反応を行った。こ
の際、反応と共に生成してくる水はディーンシュターク型脱水装置に捕集して除いた。
　反応終了後、フラスコ内を１００℃まで降温し、減圧下過剰ｎ－オクタン酸、未反応２
-オクチル-1-ドデカノール等の大半を除いた。この残渣を精留しｎ－オクタン酸-２-オク
チル-1-ドデカノエート２０００ｇを得た。
【００３３】
（合成例２）
　合成例１のｎ－オクタン酸をｎ－ヘキサン酸８１３ｇ（７．０ｍｏｌ）に変更した以外
は同様にしてｎ－ヘキサン酸-２-オクチル-1-ドデカノエート１８００ｇを得た。
【００３４】
（合成例３）
合成例１の２-オクチル-1-ドデカノールを２-ヘキシル-１-デカノール１２１２ｇ（５．
０ｍｏｌ）に変更し、ｎ－オクタン酸をｎ－ドデカン酸１４０２ｇ（７．０ｍｏｌ）に変
更した以外は同様にして、ｎ－ドデカン酸-２-ヘキシル-1-デカノエート２０００ｇを得
た。
【００３５】
（混合基油１）
　合成例１のエステル化合物４０質量％、ポリ-α-オレフィン（ＰＡＯ）６０質量％から
なる混合基油を調製した。なお、ＰＡＯとしては、市販品（１００℃動粘度：４ｍｍ２／
ｓ）を用いた。
【００３６】
（混合基油２）
　合成例２のエステル化合物２５質量％、ＰＡＯ（混合基油１で用いたもの）７５質量％
からなる混合基油を調製した。
【００３７】
〔実施例１～５、比較例１～３〕
　前記した合成例１～３および混合基油１、２について、基本的性状を評価した。評価項
目および評価方法は、以下の通りである。なお、比較例として、ＡＰＩ分類グループIII
の鉱油２種（７０Ｎ、１００Ｎ）および前記した混合基油調製に用いたＰＡＯ単独につい
ても同様に評価した。結果を表１に示す。
【００３８】
（動粘度）
　ＪＩＳ　Ｋ２２８３に準拠して測定した。動粘度は、他の条件を満足する範囲内で低い
ほど好ましい。
（粘度指数）
　ＪＩＳ　Ｋ２２８３に準拠して測定した。粘度指数は、他の条件を満足する範囲内で高
いほど好ましい。基油としては、１００℃の動粘度が２．５～３．５ｍｍ2／ｓの範囲で
１３０以上が好ましく、また、動粘度が高いほど高い粘度指数が必要である。これは基油
の動粘度が低いほど粘度指数向上剤の混合量を多くすることができ、潤滑油組成物として
の粘度指数を高くできるからである。鉱油の粘度指数は１２０程度であり、最終的な潤滑
油組成物としては粘度指数２００以下のものが一般的であるが、低燃費化のためには２５
０以上あることが好ましい。
【００３９】
（流動点）
　ＪＩＳ　Ｋ２２６９に準拠して測定した。－２５℃以下であることが好ましく、－３５
℃以下が特に好ましい。混合基油とする場合は、各基油とも－１５℃以上であることが好
ましく、これ以上であれば混合する相手や量が制限される。
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（アニリン点）
　ＪＩＳ　Ｋ２２５６に準拠して測定した。
（蒸発性）
　ＪＰＩ－５Ｓ－４１－９３に準拠して２５０℃で測定した（ＮＯＡＣＫ試験）。最終的
な潤滑油組成物の性状として、ＮＯＡＣＫ試験（２５０℃、１時間）における蒸発量は１
５％以下になることが好ましい。それ故、基油としての蒸発性は、２０％以下であること
が好ましい。
【００４０】
【表１】

【００４１】
〔結果〕
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　表１の実施例１～５に示すように、本発明の内燃機関用潤滑油は、いずれも本発明の構
成要件を満たしており、粘度指数が高く、低温領域から高温領域まで粘度変化が少なく、
また１５０℃における蒸発減量も少ないため内燃機関用の潤滑油基油として優れている。
さらに、実施例４、５のように、他の潤滑油基油を混合して混合基油として用いた場合に
も優れた性質を発揮する。
　一方、比較例１の鉱油（７０ニュートラル）では、粘度指数が低く、また、蒸発性が高
い。比較例２の鉱油（１００ニュートラル）では、蒸発性は低くできるものの、動粘度が
高くなりすぎる。また、粘度指数も十分ではない。比較例３のＰＡＯ（単独）も、蒸発性
は低いものの、粘度がやはり高すぎ、粘度指数も十分ではない。
【００４２】
〔実施例６、比較例４〕
　前記した各基油を用いて内燃機関用潤滑油組成物（エンジン油）を調製した後、基本的
性状の測定および実用性能の評価を行った。エンジン油の処方および評価結果を表２に示
す。なお、比較例４は、従来公知の一般的なエンジン油を想定して処方を調製したもので
ある。
　前記した以外の基本的性状の評価方法および実用性能の評価方法は以下の通りである。
【００４３】
（密度）
　ＪＩＳ　Ｋ　２２４９に準拠して、１５℃で測定した。
（ＣＣＳ粘度）
　ＪＩＳ　Ｋ２０１０に準拠して、－３５℃で測定した。
（ＨＴ／ＨＳ粘度）
　ＡＳＴＭ　Ｄ４７４１に準拠して、１５０℃で測定した。
（酸価）
　電位差法により求めた（ＪＩＳ　Ｋ２５０１）。
（塩基価）
　塩酸法により求めた（ＪＩＳ　Ｋ２５０１）。
【００４４】
（加水分解試験）
　ＡＳＴＭ　Ｄ２６１９－９５に準拠して評価を行った。
（ゴム膨潤試験）
　ＪＩＳ　Ｋ２２５６に準拠して評価を行った。
【００４５】
（モータリングトルク試験）
　以下のような仕様のエンジンに表２に示す各処方のエンジン油を充填して、各回転数に
おけるトルクを測定した。結果は、比較例４（一般的なエンジン油）に対するトルク低減
率として表示した。
　　エンジンタイプ：Ｌ－４　２．０Ｌ　ＤＯＨＣ
　　バルブトレイン：ローラフォロワータイプ
　　構成：マニホールド外部、スパークプラグ
　　スロットル：ワイドオープン
　　オイル／冷却水温度：８０／７５℃
　　回転数：１５００、２０００、２５００ｒｐｍ
【００４６】
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【表２】

【００４７】
〔結果〕
　表２に示すように、実施例６における本発明の内燃機関用潤滑油組成物は、比較例４と
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して示した従来の鉱油系エンジン油と比べて、基本性状に何ら問題がないことはもちろん
、粘度指数が高く、低温領域から高温領域に渡って安定して使用できることがわかる。
　また、ＨＴ／ＨＳ粘度（TBS)を一定に保ったままＣＣＳ粘度を大幅に下げることができ
、潤滑性と低燃費の両立が可能である。しかも、蒸発性は、従来の鉱油系エンジン油と同
等である。
　さらに、実施例６の組成物を用いてモータリングトルク試験を行った結果より、従来の
鉱油系エンジン油を用いた場合に比べてトルクが３％程度低減していることがわかる。そ
れ故、本発明の組成物は、低燃費化に有効であることが理解できる。ちなみに、８０℃に
おけるモータリングトルクと１０．１５モード燃費が相関関係にあると一般に言われてい
る。
　なお、加水分解試験やゴム膨潤試験の結果より、これらの特性は、従来の鉱油系エンジ
ン油と同等であり、実用上問題ないことも理解できる。
【産業上の利用可能性】
【００４８】
　本発明の内燃機関用潤滑油基油は、内燃機関用潤滑油組成物として、ガソリンエンジン
やディーゼルエンジン等に好適に利用することができる。
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